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一般に自由競争市場の合理性 ・効率性に 関しては,「近代経済学」の共有財産として
広く認め られており,この立場か ら独占の弊害や集権的中央計画制度の非合理性や不効
率性がしば しぽ指摘されている。 後者についていえば,20年代か ら30年代にかけ広 く
論議の対象となった集権経済のもとでの生産編成 ・資源配分問題はいわゆる 「経済計算
(1)
論」と呼ばれ ランゲ,テ ーラーらの線で一応の帰結をみたのであるが,最 近では資本主
義経済における公共部門のシェアーの拡大,社 会主義経済の側からの市場メカニズムの
再検討という潮流の中で,「市場」と 「計画」とい う二つの生産編成の様式に関する再
検討,ヨ リよい経済編成様式の模索とい う問題が,多 くの経済学研究者の関心をとらえ
ている。本稿もまたこうした領域の問題について,厚 生経済学の最適基準の再検討か ら
始めて,改革後のソ連邦の社会主義経済の生産編成を資本主義のそれと比較検討すると
いう問題を取扱っている。
全体の構成は,最初に厚生経済学における最適編成の限界条件をとりあげ,実際の経
済行動には何 らかの意味で 「補償原理」が広 く貫徹 していることを確認する。ついで生
産企業内での最適生産規模の決定基準に,こ の 「原理」が適用されていること,それを
支えているのは生産要素の限界生産力に等しいシャドー ・プライスの成立をめ ぐる市場
メカニズムであることを述べ.そ のメカニズムの利害得失の再検討を通 じて,社 会主義
経済制度の特徴を対照的に記述することを意図している。
*原 稿 受領1970年10月20日 .
(1)この間の事 済の簡潔 な説明は,P.M,Sweezy"So:ialism"chap・1L(邦訳 野々村一雄訳 『社
会 主義』岩 波現代叢書),を 参照 されたし㌔
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一般に 「経済組織の最適編成」のための必要条件として,つぎのような限界条件の集
(1)
まりが指摘されている。
i)生産物の最適配分の条件(純粋交換条件).どれでも二つの生産物間の限界代替率
は,双 方の生産物を消費するすべての個人にとって相等 しくなくてはならない(さ もな
ければ,個 人間における生産物の交換によって,少なくとも一部の人々は,他 の人々を
」B(2)
不利 に させ る ことな しに 自己 の地 位を改善す る余地が あ る)。MRSd.b・=MRSα,b
ii)生産 におけ る最適特化 の条件 .どれ で も二つ の生産物 の,生 産 におけ る技術 的限
界代 替率は,双 方 の財を 生産す るすべ て の企業 に とって相等 しくな くてはな らない(さ
もなければ,生 産 の再配分 に よって,他 の財 の生 産量 を減ず る ことな しに,少 な くとも
一 部 の財 の生産量を増す ことがで きる)。.MRT5,b=MRTa,b
iii)最適変形 関係 .ど れで も或 る生産要 素 と或 る生 産物 とのあ いだ の限 界変形 率は,
そ の要 素を用い てその生産物を生 産す るすべ て の企業 に と って相等 しくな くては な らな
い(そ うでなければ,企 業間 におけ る生産要 素 の移転 に よ り,生 産物 の総量 を ます こと
がで きる)。MRTi,α=・2MRT畠,α
iv)生産要素 の最適配分 .どれ で も二つの生産要 素間 の技術 的限界代 替率は,同 じ生
産物 の生産 に双方 の要素 を用 い るすべ て の企業 に とって相等 しくなければ な らない(さ
もなければ,企 業間 におけ る生産要 素 の再分 配に よ り,生 産物 の数量 を増す ことがで き
る)。MR5亀γinα=MR∫灸シina
v)最 適生産方 向 の条件.ど れで も2財 を ともに消 費す る任 意 の個 人に とっての,そ
れ ら2財 間 の限界代 替率は,社 会 の生産 におけ るそれ ら2財 の技術的 限界代 替率に等 し
くな くて は な ら な い 。 ルノR5ゑむ=MRTa,b
vi)そ の 他 と し て .異 な っ た 時 点 に 属 す る 生 産 物 も し くは 生 産 要 素 間 の 代 替 関 係 に 着
(1)熊谷 尚夫 「厚 生経済学」 中山伊知郎編 『経済学大辞典』1～1V,(平凡社)1V巻388-389ページ 。
(2}記号 をっ ぎの よ うに定 める。 なお'この 表記法 は,H.Kδhler[1]による。
M1～S:themarginalrateofsubstitution限界代替率
MR7':themarginalrateoftransformation限界変形率
(ここではtechnicalrateofsubstitution技術的限 界代替率 と同 じ概念 と して使用す
る)
A,B:消 費者,α,β:企 業(生 産単位),a,b:生産物
、x,v=投 入要 素
MRSalbとは,消 費者Aに 関する生産物aとbと の間の限界代替率を意味する。
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目すれ ば,時 間軸上 で のい くつか の最適条件 を例示す ることがで きる。
さて上 記 の限 界条件を記号化 し,そ の対称 性 に注意 しなが ら結 合 図を作 ると第1図 の
よ うに なる。 図中 の数字は上 記 の分類 に対 応す る。 この図に よれ ば,二 種類 の選択主体
(消費者A,B,… と生産 者 α,β,…)はそれ ぞれつ ぎの よ うな選 択分岐を もつ。 まず 消
費者は専 らMRSを 介 して,(イ)生産物(a,b)間の選択 行動 と,(ロ)自己 の もつ生産要 素
(たとえば 万:労働 力)と それ の もた らす効果(こ こでは 生産物 αで測 ってい る)と の
問 の選 択行 動を もつ。 これ に対 して生産者は つ ぎの三種類 の選択分岐 をもつb.MRTを
介 して α)生産物a,b間 の選 択,(ロ)生産要 素 の投 入量(xory)と それが もた らす生産
効果(a,b,… な ど)と の問の選 択,のMIRSを 介 して,生 産要 素(X,y,…)の 投 入
量間 の選 択。
そ して これ らの選 択行動 の限 界代替率 な り限 界変形率 は,そ れ ぞれ対応す る行動主 体
の変換 率に等 しい ことが要 求 され るのであ る。 ここで とりあげ た限 界条件を もっ とも一
般 的に表現すれ ば,「どれで も二 つ の変数間 におい て,限 界代替率は すべ ての個人 に と
って(主 観的 に)相 等 し く,ま たすべ ての交代的 プ ロセスに とって(技 術的 に)相 等 し
くなければ な らず,し か も これ らの主観的 お よび技術的比率は互 い に等値でなけれ ばな
らない。」([2]p.389)とい うことに な る。
以上 は,い わ ゆ る 「近代経済学 」 の共有財産 と しての厚生経 済学 におけ るパレー ト=
ピッ クス的な最 適のため の限 界条件 の体系 的な整理で あ る。
第1図MIRS,MRTの 結合 図
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(注)1.記 号は2ペ ージの脚注 と同 じ。
2.図 中の数字は本文中の熊谷.ケ ラーの分類に対応する。ただ し,(6)の指摘 は
ケラーによる。(7)は図型の対称i生か ら,筆 者が追加 したもの。
3,こ の他,時 間軸上のMRS,MRTが 考えられるが,こ こでは省略 した。
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第2図 限界条件の類型図
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さて上 記七個 の限 界条件を,図 形で類 型化す ると,第2図 の よ うに な る。図形1は,
いわゆ るエ ッジ ワースのボ ックス ・ダイヤグ ラムであ る。 これ が適用 され るのは,限 界
条件(1),{4)であ る。 図形 且には,限 界条件(2)がJ図形 皿には,限 界条件(5)が,また
図形IVには,同 じ く(3),{6),(7)が適用 され る。 以下 それ ぞれ の類型別 に,そ の特徴 点
を考察 しよ う。
図 形1の タ イ ブ ー これ はMRsl購,(・),(ハ)… ・.MRs8,(p),(ハ)… の タ イ プ を と る 。
この タイ プの形式上 の特 徴は,MRSに 関 して発生 し,右 下 の記号は若 干個 の投入要 素
とか生産物 とい った 同一 次 元の ものが並ぶ。 ここで の制約 条件 は この右下 記号で表示 さ
れ る要 素の分量であ り,こ れが 図形の縦 横 の長 さ(も し くは フ ィール ドの大 き さ)を 規
定す る。 この フ ィール ド内に複 数個 の選択主体 甲,乙,… が 登場 し,制 約 された要 素
を互い に分け合 って,そ れ か らえ られ る経済 効果(た とえば 消費主体 に と っては 効用 で
あ り,生 産主体 に とっては生産物 な ど)を それ ぞれ 最大にす るよ う努 力す る。 この場
合,所 定 の経 済効果 をあげ るた めに 必 要 と され る 複 数個 の 投入要 素は,投 入量 に関 し
て 「収穫逓 減」が仮定 され る。 この仮定 が,原 点に対す る凸形 の(効 果 に対 す る)無 差
別 曲線を えがかせ てい る。 ボ ックス ・ダイ ヤグラムの 枠 の大 きさ(Xl,x2)は,所与 の
価格(lb,,P,))のもとで 消費主体であれば 家計 予算(呂,Y2)(生産主 体で あれ ば許容 さ
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れる生産費総額)に よって購入可能な 量を表わす。 完全競争の 仮定のもとでは,価 格
(Pi,P2)は,選択主体の行動から独立 している。したがってこの種のタイプは次のよう
に定式化できる。
鰍:工1:1::}ω
の もとで
綴=1:ll:1} (2)
を それ ぞれ最大 にす る。 ここでUl,u2は消費主体(1,皿)の 効用(も しくは生産 主体
げ
の 生産 高)を あ らわ す も の とす る。
この制 約 条 件 の も とで 消 費者1・ 皿の 効用 を 最 大 に す るに は,二 つ の 関 数
φ、=1`、(Xl1,」Vlz})+え[Yi-(lb1Vl、+ρ幽2)コ
φ2=娠 κ2bX22)+μ[y2-(P、X2、+P2×22)コ
を つ く り,そ の 適 当 な 偏 導 関数 が ゼ ロに 等 し くな る こ とが必 要 で あ る。
霧i一舞 え丸一・ 霧i一急 一細
農ト 絵 一μあ一・ 絵 一舞 一炉)
∴ 銑/銑 一妾一鶏/舞
つ ま り個 々の消費者(も しくは生産 者)のMRSが 互い に等 しい とき,個 々の消費者
(1)
(生産者)は所与の所得(許容生産費)の もとで最大満足(最 大生産高)の状態になる。
図形llのタイプー一 これはMRTE,b=MRT£,bの形をとる。 投入要素を所与とした
場合にそれか らえられる生産物(α,の の可能な組合せをそれぞれの生産主体別にえが
き出した曲線(生 産可能曲線)が,原 点を中心にして扇形にえがかれている。 このタイ
プはつぎのように定式化できる。
負:il:畿}のもとで
s1=Plal十P2b,
Sz}=Pla2十P2b2
(1}ただ し,極 大 に関 する二階の諸条件 がみ たされているもの とす る。
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を そ れ ぞ れ 極 大 に す る 。
前 と 同 様 に し て,
φ1=Plal十P2b」十 λ[C一Fi(al,b,)コ
φ2==Pla・2+P2b,+1.t[C2-P2(OP,1,,)]
瓢/盟書 一絵僑
したが って個 々の生産 者につ いて,生 産物 のMRTが 互 いに等 し く,そ れが 生産物 の
価格比 に等 しい とき,個 々の生産 者は 最大 の生産 高をあげ る ことがで き る。
図形 皿の タイ プは前述 の二つ の タイ プと基本的 には同一で あ る。ただ この場合には,
前二 者 の よ うな ボ ックス ・ス タイルでは な く,問 題 の展開 フ ィール ドは第 一象限の形を
とる。
図 形Wの タ イ プ ー 一これ はMR5轟 呂MRS鼠α,MR5鼠α=MRT勇,α,MRτ島μ=
MRTi,αの よ うな形を と る。 この タイ プの特徴は,右 下の記号が生産 要素 と生産物 とい
う異 な った次元 のエ レメ ソ トを とる ことで あ る。問 題 の定 式化はつ ぎの よ うに な る。
JVt十x2=・X
の も と で,
or・=Ul(A'1)+娩(.z'2)
を 最 大 に す る 。
φ=U、(X】)+碗(.V2)+疋X-(X、+.V2)コ
∂φ ∂Ul、
　ニ 　 　 　 え
∂AflδXl
∂φ ∂u2.
コ 　 　え
∂κ2∂x2
.∂u1∂ 娩
'鱈 ∂
x1∂ κ2
つ ま り生 産 要 素 の 限 界生 産 力 が二 つ の生 産 主 体 に つ い て等 しい と き,両 者 の生 産 高 の
和 は 最 大 とな る。 また この と きに は,
4・一壽4・+舞 ←a・)一・
であるから,Axの変位に対して全体の生産高(ないし生産効果)は 変化しない。
さて,第2図 において図[～ 図皿の場合には,各経済主体の選択行動の合理性を前提
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すれば,非最適点(P)か ら最適点(Q)へ の移行は 自動的に遂行される。 たとえば,
図1におけるP→Qの 動きは,0'点からみれば 同一無差別曲線上の移動であるから,
O'側の消費者の状態を少 しも悪化させずに0側 の消費者の状態を改善することになる
のだか ら,この移動は恐らく無条件で行なわれることになろう。これに対 して,図形IV
とVにおいては,必ずしもそうではない。もし0側 の選択主体と α 側の選択主体とが
別個の主体であるならば,P点 からQ点 への移動は,一 方(0側)に とっては状態の
改善であるが,他方(σ 側)に とっては状態の悪化になっている。ただ社会全体をとっ
てみれば総産出高な り,総費用な りにおいて状態が改善されているのである。つまりこ
の場合の変位は,他 を犠牲にすることなしには 全体を 改善できない 形の変位なのであ
る。 ただしQ点 は他を悪化させることなしに,自 己を改善できない点であるという意
味ではパレー ト最適点である。 ではどういうメli7ニズムで社会的最適点Qへ 生産編成
を収敏させうるのだろうか。 この場合はっきりしていることは,Q点 以外の点からQ
点へ向かっての変位(接近)は,一方の損失よりも他方の利得の方がヨリ大きいという事
実である。したがってこの系においてカル ドアーのいわゆる 「補償原理」が うまく作動
する条件があれば,P→Qへ の収敏は行なわれるであろう。 この条件の一つとしては,
両原点からでている二つの曲線に関する二つの選択行為が同一主体によって行なわれる
場合がそれである。
たとえば,0側 の横軸を労働エレメント(x)の労働時間,縦軸をそれのもたらす報酬
の効用(a)にとり,0'側の横軸は非労働時間(余暇)の 大きさ(X-x)をとり,その
縦軸は余暇からえられる効用の大きさ(の をとるとすれば,図 形Wの 意味はつぎのよ
うに解釈できる。つまり労働主体(オ)の もつ生活時間を労働時間と非労働時間とに分
割し,それからえられる労働報酬の効用と余暇か らの効用の合計を最大にする。この場
合には,労 働主体の行動の合理性と心理的効用曲線の逓減性とを仮定すれば,P→Qの
収敏はいわば自動的に行なわれるにちがいない。これと類似の状況は経済の最適行動の
中で多数存在する。たとえば,一企業内の生産の利潤極大の決定基準として,限界収入
=限界費用の点が選択されることは周知のとおりである。この点は,ま さにある変位に
伴な うプラス効果とマイナス効果が丁度相殺し合 う点をもって最適点とする考え方で,
これは図W,Vの 場合とまった く同じである。
これと同一の最適基準は,実 は図1～mで も発生する。それは契約曲線上における変
位を合理化する基準がまさにそれに相当する。つまり,P→Qの変位(契 約曲線上への
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移 動)の あ と,社 会 的にみ て(も し くは二 つ の行動主体 を総合 して)そ の位 置(Q点)
が最適点 であ る保証は ど こに もないか らであ る。 この不確定性 を確定す るのに,通 常社
会 的厚 生 関数が導入 され る。
い ま2財2消 費主体を仮定 し,第1の 消費主体 の効用 関数 をu、(x、1,Xi2)とし,第2
の消費主体 のそれ をu:(x、1,x・22)とす ると,社 会的厚 生関 数は 次式で与え られ る。
U==U(Ul,U2)=U{Ul(Xll,Xl2),mp(X21,X22)}
この関数の最適点 の必 要条 件は,各 エ レメ ン トの微小 変化 の効果が互 いに 丁度 相殺 し合
う点 としてえが くことがで き るか ら,
au=(1葦・銑 晦1+舞 ・鶏 殉
+(1諾・畿1婦 畿 ・舞 殉 一・
と こ ろ で,Xl=Xl1+X21,X2=κ12+X22であ り,
clXlt=0二砺1+砺1ぬ ら=0=ax12+ax22
.'.aXn=一 砺1.'。ax12・=-dx22
で あ る か ら,上 式 が0で あ る た め に は,
∂u∂ π1∂uδu2∂u∂Ul∂u∂or2
　　 の 　 ニ へ　へ 　 　 　　 　 　 ヘ コ 　　 ロ　 ロ 　　　 へ
∂Ul∂x?且 ∂za2∂t・lt,∂Ul∂ 鑑 ∂u・ ∂塁2
つ ま り消費財 瓦(も し くは 為)の 分配にあた っては,両 消費主 体へ の分 配分 のそれ ぞ
れ の社会的限 界効用が互 いに等 しい ことが要求 され る。 この分配 原則は,あ る変位に 伴
な うプ ラス効果 とマ イナス効果が丁度 相殺 し合 う点を 分配 の最 適基 準 とす る ことを意味
してい る。
では この最適基 準点へ個 々の選 択主体 を誘導す る メカニズ ムを この 体系 内にbulit-in
で きないであ ろ うか。
この問 題に対 し,ノ ポジ ロフが ソ連邦 の投資 効率論争 の中で提案 した相対効率 ノル マ
(1)
の 考 え 方 を 援 用 す る こ と が で き る 。 彼 の 議 論 の 要 旨 は つ ぎ の よ うで あ る 。
い ま 社 会 に と っ て 必 要 な 生 産 物 の 増 加 生 産 高(X)を 保 証 す る投 資 量Kが 与 え られ て
い る も の と す る 。 こ の 生 産 高 を 二 つ の 投 資 プ ロ ジ ェ ク トに よ っ て 満 た す も の と し,各 プ
(1}B.B.H・P・Ps・un・B,〈M・M・peHue…p・T・1'Mxpe・yabTa・。Ba・・叩an"…19ecK・・x・allfi。Tse>,・・nPan
B.C.HeM・tUHOBa,《np"MeHeHHeMaTeMaT"KnBeKeH。MngeCKHXvaceneAoeaHHfiX》,M.tg59.(邦訳:B.
B.ノポ ジロフ 「社会主義経 済 における支出 と結果の測定」 ネ ムチノブ編 『マ ルクス経済の 数学 的 手
法』(岡 稔 訳,青 木 書房)。
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ロジェ ク トは受入れ る 投資 量に応 じて 製 品原価 を 引 ドげ ることが 可能 であ るとす る。
か りに 第1の 投資 プPtジェ ク トの もつ 投 資 一原価 曲線 をc、=・f(h、)とし,第2の それ
をo、=g(h2)とす る。 どの よ うな 投 資配分を した ら この 投資 プ ロジ ェ ク ト系 の総原価
(Cl+c2)を最小 にす る ことが で きるだ ろ うか 。 この問題 を図形化す る と,第2図 の図V
の形を とる。問題 を定 式化す るとつ ぎの よ うにな る。
h1十h2=K
の もとで
Cl-←02==ノてkl)+6「(/e2)ノソ(hl)<0プ》'(h,)>0
8'(h2)<09"(ん2)>o
を最小 化す る。
ノポ ジ ロフは,こ の問 題を分権的方 法で と くには 各 プ ロジ ェク ト系 ご とに投人 され る
hに 同一 の賃料rを 課 し,そ れを含 めた コス ト最低 点を各 プロジ ェ ク トの施行 主体 が選
択 すれば よい と主 張 した。 ただ しrは つ きの式 をみtgす大 き さに 決定 す るもの とす る
(実際 には この大 き さは試 行錯誤 の方 法で探す もの とす る)。
r=・f「(h,)=9'(K-lei)
以上 の主張 の妥当性 は,つ ぎの方 法で証 明され る。
轍 欝 二:綴蹴:lll}とすると0〈k2〈K
f(h1)十r・h,>f(h10)+r・h1〔,
9(k2)+r・h2>9(h2e)+r・hi'
∴ ∫(hl)+8(た2)一[!(々1`')+8(ん2`})コ>r[(ん1〔Lん1)+(為20一ん2)]
右 辺=r[(hi`}-h])+{(K--k1{〕)一(K-h、)}]
=0
∴ ノ(h,)+8(h,)>f(klu)+8(h2u)証 り」了
この問 題 を ラ グ ラ ンジ ュ の係 数(2)を 用 い て解 くとつ ぎの よ うに な り,係 数(λ)と
賃 料(γ)と は 同 一 の役 割 を果 してい る こ とが わ か る。
k1+k2=Kの も とで
0=∫(k,)+8(h,)を最 小 に す る。
9…f(ん1)+sr(Z`2)+λ[κ一(ん1+ん2)コ
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∂φ =f'(hl)一λ・=O
∂hl
∂φ =9'(k2)一λ=o
∂為2
.'.f'(k1)=R==g'(h2)(=r)
つ ま りこの問 題におけ るrな り λ とい う係数は,最 適点(kl'㌧AeS,)の近 傍におけ る変
位 が もた らす一方 の選択 主体 に対す るプ ラス効果 と他方 の選択 主体に発生す るマ イナス
効果 の大 き さを表示 してお り,そ れが差 引ゼ ロとな る点 を も って最 適点 と規定 してい る
のであ る。
上 記 の方 法を先 の社会的厚 生関数 に適用 してみ よ う。 まず先 の式で
∂u∂ π1∂u∂ 晦
;霧羅=:}…
各選 択主体(消 費主 体で も生産 主体で もよい。前者で あれば 麗関数は 効用 関数であ り,
後 者であれば生産 関数を表わ す こ とにな る)は それぞれ 次式で示 され る計算値 を最大 な
らしめ る よ うに行 動す る もの とす る。
選 択主体 オ におい ては
Ul(Xl1,X12)一(rlXtl+r2κ12)→max・
な らしめ る 瑞,x?2を選 択 し,選 択 主体Bに おい ては
eq(X21,X22)一(rlX21+r2×22)→max・
な ら しめ る 瑠,多92を 選 択 す る も の と す る 。
こ の と きu=Ul+u2は 最 大 値 を と る 。 た だ し ・Vlt+Xz1=・YL,All2+x.2=X2をみ た し て
い る も の とす る 。
(証明)Ul(X}1,X?2)一(rlX?1+T2X?2)>U1(κ11,.V12)一(r1Xl1+T2κ】2)
晩(xl、,xl,)一(r、X2i+r、。1,)>U2(X21,X22)一(rlX2t+r、X22)
(Ut・+U、・)一(th+,U)〉。i[(X?、一一Xl1)+(。1、-X、、)コ+r、[(。2、一 。1,)+(.・1,-X、2)]
右 辺 に κ11=瓦 一 轟,∬21=瓦 一.v、1
　 　 ゆ 　
X22・=X2-X22,X22=X2-X22
の 関 係 を 代 入 す る と
右 辺=o
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したが って
u1〔,+耐>Ul+ta2(了)
この場 合,も し変位 に伴な うプラス効果を享受 す る側が ,変 位 に伴 な うマイ ナス効果
を受け る側に向 ってその損失を丁度 補償す る額 の損 害賠 償 に応ず る旨を申 し出 るとすれ
ば,(一 般に図形W,Vの 場 合には 受益 者は損 害賠償額 を 支 払 って もなお利益が残 ると
仮定で きる),選択主体が ことな って も ヨ リ高い最 適点へ の移動が可 能 とな る。
以上 を要約すれ ば,(1)図形1～ 皿のP→Q移 動は無条 件で行なわれ る こと,(2)同上
図 のQ点(契 約 曲線 上)か ら更 に ヨ リ高い 社会 的厚 生点へ の移 動,も し くは 図形W,
VのP→Q移 動は,〔イ)二つの選 択主 体(0,0)が 同一 の意志 決定機構 の コ ン トロール
の もとにあれば,そ の意志決定機 構 の中で変位 の得失が 自動的に比較考 量 され,あ る最
適点へ の 移 動が行なわれ る,(ロ)別々 の意志 決定 主体であ れば 一方 か ら他方へ の補償 の
提供に よ り,そ の移 動が行 なわれ るとい うことにな る。
3
前節では,「経済組織 の最適編成」に関する限界条件を検討し,ヨ リ広い最適基準と
して何らかの意味での 「補償原理」が現実の経済行動の規制者として存在すること,「補
償原理」をふまえた最適編成は,変 位に伴なうプラス効果の享受者とマイナス効果の享
受者とが別々の選択主体である場合,個 々の選択主体に対 し変位に対するペナルティ係
数(r)を課すことによって,部分的最適を全体的最適に一致させることができること,
このペナルティ係数は,予想される最適状態の位置における変位に伴なう限界効果の大
きさに等しく,この係数の作用によって,最適点か ら遠ざかる変位に対 しては,プ ラス
効果側にはそれより大きなマイナス享受として,マ イナス効果側にはそれより小さいプ
ラス享受として,そ の影響力を発揮することにより,システム全体の最適点にそれぞれ
のサブシステムが位置していることを指示するシグナル装置の役割を果すことなどを述
べた。
本節では前節の 「補償原理」が最 も端的に適用される企業内部での最適編成を検討す
る。まず周知の限界収入=限界費用点で生産を組織することが,前 節の 「補償原理」と
まったく同一の考え方にもとついていることを論証 しよう。そのために簡単なモデルを
用いて,自由競争市場での生産の最適編成のメカニズムを検討する。
いま生産物(Xi,x2)を生産するのにJ生産要素として資本(K)と労働(五)が投入
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され るもの とす る。生 産物(Xl)を1単 位生産す るのに必要 な資本 と労働 の投 入必 要 量
をA、=(alk,a、t)とし,同 じくX2の それをA2=(α2ic,a21)とす る。Xlの 単 位当 り価
格を 君 円,亀 のそれ を 鳥 円 とし,こ れ らの価格 は 市場で与 え られ て い るもの とす
る。生 産要素 の投入可 能高 をK,Lと し,技 術 ベ ク トルは生産規模 に関 して一定,つ ま
り生産 高 と必 要生産要 素 との間に比例 関係を想定す ると,各 生産要 素につ いてつ ぎの不
等式 が成立す る。
(1:1=1)(夏)≦(s)(1)
この不等式を等式化するために,普 通スラック変数(slackvariable)を導人するゐ
であるが,こ こでは以下の論旨に影響を与えない範囲でモデルを簡単化するために,適
当な 筋,挽 に対して上式の等号が成立つものと仮定する。
さて技術行列(αの を正則行列とすれば,投入要素を限度一杯利用する最大可能生産
高(」Vi,x2)は次式で表わされる。
(1:)一(1:鵬1プ(窒)佃)
この生産高に生産企業を誘導するメカニズムを考えよう。 生産企業は利潤(π)極大
を目的に生産活動を展開するものとすれば,
・=(Pl・P2)(ll)一(妬《)(3)
(ただ し,oた,CtはK,.Lの単 位当 り費用 を示す)
(2)より
・一(P・P2)c:濃プ(至)一@《)")
(4)式でもし
(P・・P2)(ll鵬1)一℃ 〉(Ck・Cl)(})v))
な らば,K五 を最大 限に利用す る ことが,π を最大 にす る条件に な る。 不 等号 の向 き
が反対 な らばK,Lの 利用をoに す る力が働 く。
(5)式の左辺は
左辺一(Pl・P2)c:ll:γc)+(P・・P2)(1:ll:γ(1)…… 〈6)
生産の効率編成と社会主義経済制度(望月) 一13一
と分解でき,同 じく右辺は
右辺=(Oic,Cl)(1)+(・・C・)(1)〈 ・)
と分解 可能であ る。(6)式の第1項 はK1単 位 の増大が生産額 に与 え る影響力つ ま りK
の限 界生産力を示 してお り,第2項 は同 じ くLの 限界生産 力であ るか ら,(6)式ない し
(5)式の左辺は 限界収入 を示 してい る。 これに対 して,(7)式ない し(5)式の右 辺は,限 界
費用 を意味す る。 この モデルでは,規 模 に関 して収穫一定 を仮定 してい るか ら,そ れぞ
れ の投 入係数がKLの 大 きさとは無 関係で あ る。 した が って,こ の段階 では,㈲ の条
件をみた して さえいれ ば,P、,P2の値の如何にかか わ りな く,KLの 最大限 の利用 を
保証 す る メカニズ ムが働 く。 つ ま り 君,P2が 市場で与 え られ るな らば(こ の値はXl,
X2に 関 して 需給 一致を 保証す るもの と考え る),Ch,Ctの値がK,Lの 利用 高,(し た
が って生産 高)を 決定す る。 それぞれ の生産 要素 の限界 生産力 よ り当該生産要素費用 が
小 な らばK=KL=Lで あ り,大 な らばK=・O.L=O,等しければ どの点に き まるか は
不定 であ る。
い ま生産要 素の限界生産 力逓 減 とい う通常 の仮定 を導 入す る と,モ デ ルはつ ぎの よ う
に修 正 され る。生産要素 の限界生産力逓 減 とは,単 位 生産物当 り投 入要素が 増大 す る こ
とにほか な らないか ら,κ 五 の投 入 レベルの 増大に従 って 投入技 術ベ ク トル の各 エ レ
メン トが 増大す る ことに なる。 い まK,LがKo,L。 か ら 瓦,Llに 増大 した とき,各
エ レメン トがR(>0)倍 にな った と仮定 してみ よ う。 その とき,(aid)の逆 行列 の各エ
レメン トは どの よ うに変化す るのだろ うか。
⇔c:ll:1)_一⇔
L=Lo
ならば
(cr/2β/1γ/λδ/え)(諜:1)_一(ll)
L=L1
が成 立す るか ら,(α、ゴ)の各 エ レメン トが増大すれ ば,逆 行列 の各 エ レメン トは 減少す
る ことが わか る。つ ま り生産要素 の限界生産力はK,Lの 増大 に伴 な って逓減す る。 こ
の場合 には 君,鳥,Cl,c2を固定す るとK,Lの あ る範 囲内では(5)の不等式が成立 して
いて も,κ 五 の増大 に伴 ない 左 辺=右 辺 とな る点がで て くる し,そ れを こえれ ば不 等
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号の向きが逆転する。 このような仮定のもとで,企 業が利潤(π)を極大化する行動を
とれば,周 知の限界収入と限界費用が一致する点まで生産規模を拡大することになる。
したがって(5)式はつぎのようにK。,L・の点で等式になる。
(蝋 鴇)瓦(1)一(・…Cl)(1)(5)
L=Lo
この式で規定される 硫 向は線型計画の双対問題に登場するシャドウ・プライスに一一
致する。
問題を具体化するために,つ ぎの線型計画問題をシンプレックス法で解いた数値例を
(1)'
つ ぎに示 そ う。
O・8・vl+0・3.lf2≦100……(1)(投下資 本は100をこえ ることはで きない)
0・2Xl十〇・7x2≦200……(2)(投入労 働は200をこえ る ことはで きない)
110x1+200x2→max……(3)(売上額最大)
或 は π=110xl+200x2-(100ci+20002)→max……(4)(利潤額最 大)
上 の定式 化で,Cl,02を一定 とすれ ば,二 つ の 目的 関数 の解IX-一致す るか ら.(3)式で
シ ンプ レックス表を構成 す る と,第1表 の よ うにな る。
さて以 上の数式分 析か らつ ぎの こ とが結 論で き る(第3図 参照)。
(1)企業は利 用可能 な技 術 プロセス と生産 要素 の 量とに よって,製 品 の生産 可能 フ ィ
ール ドを形成 す る。
(2)製品別市 場価格(完 全競争 に よ り需給 均衡価格 と仮定す る)が ケえ られ る と,利潤
極大 原理に より製 品別 生産高 の最 適組合せ と,生 産要 素買入価格 の上 限が決定 され る。
(3)この場合,製 品並び に生 産要素 の市場価格はす べ ての関係 者に とって同一(情 報
の完 全性 及び生産 要素 の移動 の完全性 の仮定)で あ るか ら,供 給者 の製 品間 の限界代 替
率,生 産 要素 と製 品間 の限界変換 率,供 給 者 と消費 者 との間の製 品の限界代替率 な どは
す べ て互 に同一 とな る。
(4)供給 主体は,技 術 プロセスの稼働度(稼 働 度 ゼ ロを含 む),生 産 規模 の決定,生
産要素 の採用 量(採 用 ゼ ロを含 む)な どを利 潤極大 原則か ら決定 す る。
㈲ 生産 手段(K)の 所有者 は,生 産手段 の買入価格水 準に反応 し,供 給量を 調整す
る。 企業 側 の買入価格 水準 の 理論的上 限は,そ の生産 要素 の もた らす 限界生産力 であ
(1)この数値例は稲田献一 「新しい経済学』(日本経済新聞社)P.64による。
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第1表
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3
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-0.25
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0
1
0
0
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1
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0
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1.6
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3
0.8
0.2
0
110
1
0
110
0
1
0
110
0
100
4
O.3
0.7
0
1∞
0.375
0。625
0.375
99.625
0
1
100
0
この表形式 については,山 田欽一 「応用 数学」(春 秋社)P.56を参照 されたい。
[解]xl=eo単 位.xF280単 位,の とき.最 大 売上高110×20十100×aSO=30,200(円〉
が保 証 され る。また,
一(1:lll況
、c。(1)一ぐ)を保誕
L・200
す るCksClは ・P1=110,P2=100'のと き.Ch・1149Ct=SCで あ る 。
第3図 市場 に よる生産編成 の フ ローチ ャー ト
(需 要)
技 術
生産要素
市場価格 君 製品別生産高
総供 給価格
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り,所有者側の売渡し最低下限価格は当該生産要素の再生産費用であるが,通常は 「機
会費用」(その他の用途への売渡し価格 もしくは限界生産力)水 準である。
(6)上記の原則は,も う一つの生産要素(労働力)に 対しても容赦なく貫徹する。労
働力の購入側は労働力の限界生産力以上には賃金を支払わない。たとえそれが生存費用
(労働力の再生産費用 一 ここではある巾をもってそれを考える)を下廻ってもそうであ
る。労働力の取引に関しては,労働力のス トックが肉体的条件から出来難いという事情
によって,労働者側に不利になり易い。このことは資本主義の発達史をひもとくまでも
なく,現代においてもいたるところにその悲惨な事例や不利な事例が存在する。
上記の市場メカニズムを社会主義の生産編成とエヒ較 した場合,問題点はつぎのとおり
(1)
である。
α)第 一は,生産手段の私的所有制に由来するもので,こ の制度のもとでは効率生産
メカニズムと,所得の私的分配メカニズムとが癒着現象を起している。シャ ドー ・プラ
イスは,そ の生産要素の(価値額で表示 した)生産力効果を指示する点で当該要素の採
否臨界点を示唆するとい う有効な作用を果 している。しかし,効率生産メカニズムの観
点からいえば,そ のことが直接その生産要素の私的所有者の所得に連結 しなくてはなら
ない理由は存在しない。換言すれば,生産主体に非効率な要素配分を許容しないための
純粋のシグナル装置としてシャドウ・プライス制度を再生することも可能であ り.事実
生産手段の国有制度のもとでは,1種 のフォソド利用制度がこれに相当する機能を果す
べ く導入された。この制度は生産手段の所有者(国家)の 所得(租 税=利用料)に シャ
ドウ・プライスを結合する制度である。
同時に注意すべきことは,製品価格が主で要素価格がその従属関数として決定される
という純粋に一方的な因果関係だけが存在するのではなく,要素別価格の社会的 ・伝統
的水準が主となって製品価格がこれに従属するという因果関係もかなりの程度資本主義
制度の中にくみ込まれている点である。たとえば資本利子率は,ま さにこの典型であっ
て,資産所有者の要求する社会的 ・伝統的な資本貸付(利 用)料金の水準が一定の巾を
もって厳存し,これから逆算する形で販売コス ト(=販売価格)が 決定される。この意
味では資本の限界(価格)生産力は体制的に一定の巾をもって与件とされ保護されてい
る。これに対比して,労働力の限界(価格)生産力に対してはこのような体制的保護は
(1)こでは.完全競争市場・静態経済を前提として.その問題点を指摘するに止める。つまり独占
に伴なう弊害や動態問題にはふれていない。
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存在 しない。利子率の下限を説明するものとして流動性選好曲線が存在する。これは資
産保有者が流動性を選好する程度(資 産を現金の形で保持 しようとする程度)と 利子率
との相互関係を経験的事実か ら曲線化したものであるが,こ の曲線が一種の制度的 ・社
会的な曲線であることは,資産を現金の形で保持 しようとするものには一定率の租税を
課することによって証明できる。そうすればこの曲線はたやすく下方におし下げられ,
それによって利子率の下限をいくらでも下方に引下げうるのである。このことは,完全
競争のもとでも,資本の稀少性は物理的 ・絶対的な壁の前面に,制度的 ・体制的な(つ
まり人為的な)稀少性の壁が存在 していること,この稀少性によって資本の限界生産力
(=要素価格=資 産所得)が 人為的 ・体制的につりあげ られていること,そ してそれが
前提となって生産の最適編成が組織化されていることを意味している。
(2)第3図に示 したように,国民総需要は,生産要素の所有者の要素別所得構造をか
なり忠実に反映する。資産所得階級と非資産所得階級との間の所得水準並びに支出構造
の相違を仮定すると,それが製品価格を通 じて製品別生産高=供給構造に反映するであ
ろう。このことが,資 本主義的物質生産(物質文明)を特徴づけているに違いない。豪
華なホテル ・マンショソの類の建設が先行 し,安い大衆の住宅が容易に建設されないな
どはこうした現象の典型である。
(3)資本主義経済は,労働力を多数の生産要素の単なる一つとして評価するにすぎな
い。いわゆる労働力の商品化現象である。生産過程に投入される生命 ・人格をもたない
原材料,補 助材料,生 産設備 と同列に人間労働力が並置される。そこで限界生産力効果
という市場経済の判定基準にかけ られ,労 働力の所有者にその報酬(賃 金)が支払われ
る。そこには,労 働力の再生産費を必ず保証するメカニズムは作川 していない。また逆
に,人気タレントなどには限界生産力効果に従って途方もない額の報酬が支払われる。
ある投入要素が限界生産力効果をあげるためには,金 銭で評価される生産効果を生まな
ければならない。哲学者の生産力効果は金銭で評価されないゆえに,そ の限界生産力は
通常ゼロである。
{4)市場メカニズムは,過小利用(underutilization)とい う社会的損失を白動的に
は解決できない。過小雇用均衡点で安定してしまう事情については,J.M.ケインズが
すでに指摘したところである。過小利用が,労働力についておこれば,失業による社会
的損失である。しかもこの場合には,社 会的生産物の分配にあつかる権利をも喪失する
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のであるから,当人にとっては大変深刻な事態である。
4
(D
社会主義のもとでの生産編成は,原理的にどうなっているのだろうか。資本主義のそ
れに対応して,社会主義の場合をモデル化したのが第4図である。
第4図 社会 主義 に よる生 産編成 の フ ローチ ャー ト
(大枠での品目別生産高指令)
團調
(注)⇒ は.政 府による決定経路 を示す。
まず 生産手段 の所有が社会 化 され,一 切 の生産手 段が私的所有 の対 象 とな らない とい
う制度的特徴 を反 映 して,生 産物 の販売 ・流通は生産 財 の流通 と消費財市場 とに大 きく
区分 され る。 これに よって,財 産所得 の源泉は存在 しな くな る。
勤労者は,社 会 的富 の共同の生産 者であ り,同 時 に分配 ・消費の対 象で あ る。すべ て
の国民は,働 く機 会を保証 され同時に 労働 の義務を 負 ってい る。賃金率は,労 働 の質 と
量 とに応 じて ラ ンク分け され,自 己 の所属 す る 国営企 業の 経 営状態 とは 無 関係であ る
(ただ しプ レ ミアム部分は経営状態 と連 動す る)。この制度 の もとでは,賃 金率が労働 の
限界生産 力に よって規定 され る とい う資本主 義の市場 メ カニ ズムは作 用 しない。資 本主
義 と同様 に人 々は職業選択 の自由 と転職 の 自由を もってい る。 この制度 の も とで労働 力
の全国的 な 適正配置を 保証す る機 構は(1)長期 的 ・計画的職 業教育(予 想 され る産業 構
造の変化に 合わせた 労働 者の養成計画),{2)大学 卒業後一定期 間(2力 年 程度)の 大 枠
(1)以下の議論は,主としてソ連邦の社会主義制度を念頭において述べている。
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指定による職業配置,(3)政府の政治的キャンペーン,(4)辺地労働者のための生活一文
化環境の整備,㈲ 企業の集団化一コンビナー ト化による外部経済の活用,(6)辺地手当
制度,{7)重労働 ・危険労働に対する割増 し賃金制度,(8)1過度の転職抑制のための長期
勤続者優遇措置(た とえば有給休暇の期間を同一場所での勤続年数に結合させるなど),
(9)職業訓練に平行する学校教育などである。これらの機構が十分作動して現実の労働力
配置がうまくいっているかどうかについては問題を残している。労働生産性を引上げる
誘因機構としては,(1)労働熟練資格による賃率格差の存在,こ れにより労働者側にヨ
リ高い熟練資格を得ようとする誘因が働き,これに応える夜間大学 ・通信教育制度,学
習上の諸便宜(た とえばスクー リングのための有給休暇など)などが配慮されている,
(2)出来高賃金制度(これは職場のオー トメ・一ショソ化などによりその割合が次第に減少
しつつある),(3)企業の経営成績に リンクした集団的 ・個人的報償制度,(4)同志的協力
と生産性向上のための社会主義競争(優 勝者に対する物質的 ・精神的報償),㈲職場内
の大衆組織のキャンペーソ活動 ⑥ 「労働英雄」などの表彰制度,(7)寄生階級の一・掃t
共同連帯意識,共 産主義教育などが存在する。
社会主義のもとでは労働の限界生産力の不均等がそれを反映 した賃率格差と労働移動
の自由によって埋められるメカニズムは働いていない。したがって,労働力の限界生産
力の企業別格差の存在からくる労働力利用の不効率は存在するかもしれない。これを是
正するのはこうした情報を察知し,上記の諸機構をコソ トロールする経済の指導機関の
手腕に関係する。そして最も速効的 レギュレーターは,報償制度であ り,ヨ リ基本的な
調整装置は賃率制度であり,それよりもっと長期的 ・原則的それは教育制度である。
労働の限界生産力に合わせた賃金支給により労働の生産効率の高度化を狙 う市場メカ
ニズムは,一方でそれゆえに失業者を生み(価値的生産効率一 物 理的な生産効率でも
なく,無形の間接的 ・長期的生産効率でもない一 がその基準に達 しない労働者は失業
せざるをえない),他方では 多くの金利生活者 ・財産所得者の存在を許してお り,そう
した意味では,社 会的労働力全体の有効利用に失敗しているともいえるのである。高能
率 ・高賃金(低能率 ・低賃金)にか りたてられて馬車馬の如 く働き健康を害 していく一
組のグループと,失業を強制されて最低生活を余儀なくされた り,高等遊民として豪華
な消費生活を享受し,栄養のとりすぎからくる成人病の心配をし,退廃的な交化,勤 労
か らの疎外の中で精神を蝕ばまれていく一組のグループとを抱えた社会と,た とえ限界
一20一 商 学 討 究 第2倦 第3号
生産力の不均等配置という非能率を内在させていても国民すべてが勤労に従事する健全
(D
な社会的諸効果をもつ社会とを比較考量した場合,そ の優劣の価値判断は 「近代経済学
者」がいうほど自明なものではないように思 う。いつれにせよ,この問題のよりつっこ
んだ政治経済学的検討は別の機会にゆず りたい。
つぎに 生産手段の最適配置問題をとりあげよう。 ソ連邦の場合,生 産財価格の公定
制度(国 家 もしくは 地方行政機関による指定価格)と 割当配給制(資 材一機械補給制
度)は 依然として存続 している。 生産財の流通の組織化は 商業活動の 範鴫には入 らな
い。一部で卸売商業制度の導入が 実験的に開始されている程度である。1965年秋以降
の一連の制度改革の中で,生 産財価格の 形成基準に フォンド集約度の 考慮が導入され
(2)
た。 これは,生 産財 の有効利用 ・有 効配 置装 置 と しての フォ ン ド利 用料制度 の導 入 と呼
応す るものであ る。 つ ま りフォ ン ド利 用料 金制度 の もとで,企 業 の経 済計 算制(ホ ズ ラ
スチ ョー ト)を利 用 しよ うとい う配慮 と結 びつい てい る。 フォ ン ド利用料制 度 の基本 原
理は,シ ャ ドウ ・プライスの考 え方(ノ ポ ジ ロフ ・カ ソ トロヴ ィッチの主 張 の流れ)と,
企業 内ホ ズ ラスチ ・一 ト・ノルマ制度 の活用に よる遊 休資産 の効率化 とい う考 え方(ア
トラス ・マルイ シ ・フ らの主張)の 一種 の折衷的制度 化 の よ うに考 え られ る。つ ま りこ
の よ うな料金 を生産手段 に課 し,企 業 の売上利 潤(バ ラソス利潤)か らこの料金等を 差
引いた純利 潤(計 算利 潤)額 を 固定 ・流 動 フォ ン ドでわ った利潤率 の大 小に企業 の物 質
的 刺激 フ ォ ン ド(企業 の 自由裁量で 利 用可能 な 内部留保 資金)の 控除 額を一定 の計 算
式 に よ り結 合す ることに よ って,フ ォ ン ド生産性 の向上 を刺激 しよ うとい うのであ るか
ら,後 者の考え方(ホ ズ ラスチ ・一 ト強 化案)が 大 巾に制度化 され た と考 え られ るが,
同時 に この料金率 を含む1而格 が,一 種 の準 シ ャ ドウ ・プ ライス的機能 を果 す ことを否定
す ることはで きない。
一方 消費 財市場 であ るが ,こ れは生産 財 の流通 とちが って,消 費者は市 場で与 え られ
た 消費1け価格 と各 自の家計支 出限度額 とに 従い,そ の枠 内で効用を最大 にす る行 動を と
ることがで きる。 この分 野で の価格政策 の狙 いは 個 々の品 目別 の需給 一致 を言1ること,
〔1)事態はここで類型化したほど単純なものではないという点を留保しておLきたい。
② このフォンド利用料は,企業の手持生産固定フォンドと流動手段に対する一種の課税であって,
1967年を例にとると新制度への移行企業の大体9割近くの企業は単一レート6%の料率であり.ご
く少数の企業(全体の約6%)が年率3%,例外として1～2%の料率の企業と実験的に10～15%
の料率を設定された企業もあり,全く支払を免除された企業は全体の2%あった。この料金は平均
して企業バランス利潤の約40%を占めるといわれている。なお詳細は,拙稿 「ソ連邦の経済改革
と価格政策」都留重人編 『新しい政治経済学を求めて 第三集』(1970年,勤草書房)を参照され
たい。
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総需要に見合った総供給価格水準を設定すること,それによって社会全体として価値的
拡大再生産を保証することなどである。この機能は消費財の卸売原価を基盤とし,それ
に加算される取引税の操作によって遂行される。
では生産企業の企業行動はどんなメカニズムで規制されているのだろうか。企業が上
部機関から義務的指令として与えられる指標(承認指標)は現在のところ次の九つであ
(1)
るといわれてい る。(1)生産 物販売 高,(2)生産物 の基 本 品 目,(3)賃金 フ ォン ド,(4)利潤
額 と利 潤率,(5)国家予 算へ の納入 高 と 同予算か らの受取 高,(6)中央基準投資額,(7)生
産設備 と固定 フォン ドの稼働開始 高,(8)新技術導入 にか んす る基 本的課題,(9)資材一
機械供 給指標。 これ らの指標が 相互 に重複 な く整合 性を もった 指 標体系である か どう
か,ど んな意味で承 認指標で なけれ ば な らなか った のか とい う点 の詳細な コメ ン トを述
べ ることは私 に とって不可能で あ る。ただ いえ る ことは,第4図 に示 した よ うに,大 枠
で の品 目別生産 高指令 と,所 与の価格 体系 の も とで,生 産高 ・利 潤額 ・利潤率を最大 に
す るよ うな企業行 動が 要請 され てお り,そ の方 向に 刺 激装置がbuilt-inされ てい る点
であ る。そ の際 労働者 の強化 労働 ・保 安無視 ・賃金切 下げ,解 雇 な どを通ず る利 潤追求
は禁 止 され てい る。 また当然物 価吊上 げ,投 機 行為な どは不可能で あ る。 この よ うな枠
内で の利潤率 引上 げは,資 材 ・原料 の節 約,労 働生産性 の引上げ,フ ォ ン ド生産性 の引
上げ,生 産品 目の調整(大 枠 内で の),新 技 術 の導入,工 場 規模 の拡大(生 産発展 フォ
ン ドに よる)な どが と りうる経営政 策 とな る。
一方企 業外 にあ って企業活動を コ ン トロールす る政策 当局 の コン トロール手段 と して
は,(1)価格政策,α)企 業卸売 価格 中に含 まれ る マ 一ージ ン率 の調整 に よる 製 品ア ソー ト
メ ン ト(品 目別 生産 高)の 調整,及 び(ロ)工業卸売価格 を通 ず る 仕入原 価へ の影 響,そ
れ に よる 企業 の中間財需要行 動 の調整,(2)フォ ン ド利用料 を通 じる 企 業側 の設備 買入
行動 の コ ン トロール,(3)その他各種 プ レ ミアム政策 融資 政策 な どに よる コン トロ 一ー
ルな どが 考え られ る。
フ ォン ド利 用料を含 む価格政策が,企 業行 動に どん な影 響を与え るか に関す るヨ リ詳
(留)
細 な 分 析 につ い て は 他 の機 会 に 論 じた ので,こ こで は 省 略 す る。
以 上 で 市 場 メ カ ニ ズ ムを 通 ず る生 産 の最 適 編 成 の 論 理 構 造 の分 析 と,そ れ と の対 比 に
(1}A.va.コスイギン 「工業管理と計画化の改善,工 業生産の経済的刺激の強化にっいて」,ソ連 邦大
使館 『ソ連共産党中央委員会九月総会資料』「プラウダ」1965.9.28.
(2)拙稿 「社会主義経済における価格機構」『経済研究』1970,10月号,参 照。
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おける社会主義経済の生産編成の様式に関する試論的検討を終る。
結論的に確認できることは,いわゆるパレー ト最適プラス 「補償原理」の貫徹という
意味での最適基準をみたす生産編成は,市場メカニズムを通 じてしか保証できないもの
ではなく,市場を通じる最適編成の欠陥をさけながら,しかもこの基準をみたす別の生
産編成の様式がありうること,現在の社会主義制度が十分にこの要求に応えるほど完成
された制度であるとはいえないけれど,問題解決の鍵は社会主義的生産編成方式の中に
存在するのではないかとい う予測が十分成立すること,さ らに形式的な最適編成基準を
実質化 ・計測化する上で,経済学的意味での限界効果とは一体何であり,どんな要素を
含めてそれが測定されるべきかに関して,今後に多 くの問題を残していること,などを
指摘することができたと考えている。(1970.10.)
